
横浜市立大岡小学校  いじめの防止基本方針  

 

平成 26 年 3 月 10 日策定  

令和８年２月  改定  

横浜市立大岡小学校  

いじめ防止対策委員会  

１  いじめの定義   

法第 2 条にあるように、「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在

籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影

響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象とな

った児童等が心身の苦痛を感じているもの」をいう。  

 

２  いじめの防止等の対策に関する基本理念    

（ １ ）いじめはどの集団にも、どの学校にも、どの子どもにも起こる可能性がある最も身近で深刻な

人権侵害案件である。 

（２ ）いじめを防止するには、特定の子どもや特定の立場の人だけの問題とせず、広く社会全体で

真剣に取り組む必要がある。 

（３ ）市、学校、保護者、市民、事業者、関係機関等は、児童生徒の健全育成を図り、いじめを  

「しない」、「させない」、「見逃さない」安心できる社会をつくるために、それぞれの役割を自覚

し、主体的かつ相互に協力し、活動する必要がある。  

（ ４ ）児童生徒は、自らが安心して豊かに生活できる社会や集団を築く推進者であることを自覚し、  

いじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」安心できる社会をつくる。  

３  いじめ防止に向けた基本方針    

（ １ ）あらゆる教育活動を通じ、だれもが、安心して、豊かに生活できる学校づくりを目指す。  

（２ ）子どもが主体となっていじめのない子ども社会を形成するという意識を育むため、子どもが発

達段階に応じていじめを防止する取組が実践できるよう指導、支援する。  

（３ ）いじめは、どの学校にも、どのクラスにも、どの子どもにも起こりうることを強く意識し、いじめを

未然に防ぎ、いじめが発生した場合は早期に発見・解決できるよう学校全体が組織的に対応



し、保護者、地域や学校運営協議会など、関係機関と連携し情報を共有しながら指導にあた

る。 

（４ ）いじめを絶対に許さないこと、いじめられている子どもを守り抜くことを表明し、いじめの把握

に努めるとともに、校長のリーダーシップのもと組織的に取り組む。  

（５ ）相談窓口を明示するとともに、子どもに対して定期的なアンケートや個別の面談を実施するな

ど、学校組織をあげて子ども一人ひとりの状況の把握に努める。  

 

４  具体的な取組    

（ １ ）いじめ防止対策委員会の設置   

①構成メンバー 

学校長・副校長・教務主任・児童支援専任・養護教諭・学年主任  

○月 1 回「いじめ防止対策委員会」を設置し、定期的に開催する。また、いじめの疑いを把握し、

速やかに対応する場合等は、出席可能な構成員のみで迅速・機動的に臨時で委員会を開催し、

適切に対応する  

〇必要に応じて、臨時会を開催する。また、状況や必要に応じて、外部専門家（カウンセラー・ソー

シャルワーカー）等を招請し、いじめの認知の視点や、いじめを受けた児童生徒の回復状況の確

認や支援について助言を求める。  

〇個々のいじめの対処等に当たっては、関係の深い教職員を加えるなど、組織の構成を適宜工

夫・改善できるよう柔軟な運営を行うようにする。 

②いじめ防止対策委員会の役割  

〇組織的対応の方針を決定する。  

〇学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画を作成する。 

〇いじめの相談・通報の窓口となる。 

〇いじめの疑いに関する情報や児童の問題行動などに係る情報の収集と記録、共有を行う。 

〇いじめを察知した場合には次の体制をとる。  

① 当該児童への対応、調査、報告等の役割の分担と明確化  

②  当該児童への対応、調査、報告等、情報の共有  

③ 指導や支援の体制・対応方針の決定と保護者との連携等  



④ 必要に応じて関係機関（区役所、児童相談所等）と連携し、多面的な視点から支援を実

施する。 

⑤ 学校いじめ防止対策委員会では、学校としての対応方針を組織的に決定するとともに、

いじめの解消を含めたその後の対応状況の確認を行う。 

⑥ 校長の責任の下、学校いじめ防止対策委員会の結果について、会議録を作成・保管する

とともに、 毎月、教育委員会事務局にいじめ認知報告書により報告する。 

〇いじめ防止基本方針の見直しを行う。 

〇校内研修の検討、実施。  

 

③年間計画  

月  内    容  

４月  

いじめ防止対策委員会設置  基本方針・年間計画の策定  

第 1 回いじめ防止対策委員会   南中学校ブロック専任会  

職員研修（児童理解研修）  

５月  

「いじめ早期発見のための生活アンケート」実施・分析  

第２回いじめ防止対策委員会  

職員研修（いじめの未然防止・対応等について）  

６月  

YP アセスメント実施・分析① 

第３回いじめ防止対策委員会  

横浜子ども会議に向けた校内の活動（ANI 委員会）  

7 月  

横浜こども会議（南中ブロック会議）  

第４回いじめ防止対策委員会   南中学校ブロック専任会  

職員研修（特別支援教育研修）  

８月  

横浜こども会議（南区会議）  

第５回いじめ防止対策委員会  

SOS の出し方プログラム 

９月  

横浜こども会議の内容や決定事項を全校に報告  

第６回いじめ防止対策委員会  

教育相談  

１０月  

YP アセスメント実施・分析② 

第７回いじめ防止対策委員会   南中学校ブロック専任会  

職員研修（情報モラル研修）  

11 月  第８回いじめ防止対策委員会  

１２月  「いじめ早期発見のための生活アンケート」実施・分析  



第９回いじめ防止対策委員会  

人権週間（集会の実施）  

１月  
第 10 回いじめ防止対策委員会  

ふりかえり、引継ぎ準備   南中学校ブロック専任会  

２月  第 11 回いじめ防止対策委員会  

３月  

教育相談  

第 12 回いじめ防止対策委員会  

引継ぎ・申し送りの実施  

    ※いじめアンケートは必要に応じて実施する。  

    ※年間を通して職員会議・打合せ等で事案の共有を行う。  

 

（２ ）いじめへの対応   

①いじめの未然防止に向けた取組  

いじめは、どの子どもにも起こりうるという事実を踏まえ、いじめの未然防止に向けて次の取組を

行う。 

・いじめの存在、いじめの定義を、発達段階に応じて理解できるよう指導する。  

・全教科・領域を通してコミュニケーション能力を育む活動を大切にし、安心して過ごすことが出

来る親和的学級風土づくりをすすめる。  

・規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づくりを

行い、規範意識を醸成する活動を意図的、計画的に行う。 

・児童自らが、いじめを自分たちの問題として考え、主体的に話し合う機会をつくり支援する。  

・日々の授業や特別活動、児童活動などを活用し、一人一人の取り組みの成果を発表し合うな

どの活動を計画的に設け、認め合う場を大切にすることで、自己有用感を高める。  

・学年の発達段階に応じて、SNS 等の適切な使い方やインターネット上のトラブルに巻き込まれ

ないための情報モラル教育を計画的に実施する。  

・YP アセスメントシートを活用し、「子どもの社会的スキル横浜プログラム」を実施し集団の一員

としての自覚や自信を育むことにより、互いを認め合える人間関係・学級風土をつくる。 

・全教職員で研修を行う。  

・担任に限らず、児童支援専任・生徒指導専任教諭、養護教諭、ＳＣ、ＳＳＷなど話しやすい  

教職員等への相談が可能であることや、いじめの相談・通報の窓口として「学校いじめ防止

対策委員会」があることを児童・保護者へ周知する。 



②早期発見のための取組   

・ 「いじめ早期発見のための生活アンケート」の実施と分析、一人一台端末やすぐーる等を活用し

た定期的なアンケート、 毎朝の健康観察等を実施する。 

・教職員に対し見守りシートによる見取りを行う。 

・アンケートをもとに実態を把握後、いじめに関わる子どもがいる学級は、すぐに一人ひとりと面

談を行い、結果をすみやかに、いじめ防止対策委員会に報告する。面談結果の記録は、全職

員で共有する。 

・長期休業中に学年で YP プログラム等を利用し学級の実態を見合う。学年全体で児童理解

を深める。 

・学年研で気になる子どもや言動について共有し、記録する。日頃から子どもの見守りや信頼関

係の構築等に努め、子どもが示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保ち、得

た情報を職員会議等で共有する。  

・子どもがいじめを相談しやすい体制を整え、いじめの実態把握に取り組む。  

・インターネット上で行われるいじめに対しては、関係機関と連携し、学校ネットパトロール等から

状況を把握し、早期発見、早期対応に努める。情報モラル教育を推進する。 

・地域において、学校や家庭では見られない子ども同士の人間関係が現れることも考慮し、見

守り などを通じて把握したことについて、学校などに情報提供するよう連携体制の構築を行

う。 

 

③いじめに対する措置  

いじめの発見・通報を受けた場合には、いじめ防止対策委員会を中核として速やかに対応し、

組織的に当該の子どもを守り通すとともに、関係の子どもに対しては、当該の子どもの人格の成

長を旨とする教育的配慮のもと、毅然とした態度で指導する。  

・当該児童や関係児童に対しては児童支援専任や担任などが事情や心情を聴取し、気持ちを

受け止めるとともに、当該児童の状態に合わせた継続的なケアを行う。  

・当該児童の保護者への説明、及び意向の確認を行い、学校として組織的な対応の方針を決

定する。 

・全職員の共通理解のもと、保護者、関係機関・専門機関と連携し、再発防止に向けた組織的

な対応を行い、適切に指導するとともに、児童の状態に応じた継続的な指導及び支援を行

う。 

・関係児童の保護者へ事実の説明を行い、今後の指導方針について確認を行う。  



・以上の対応は、時系列を明らかにした記録を確実に行った上で、いじめ防止対策委員会を中

核に教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門機関との連携の下で取り組

む。 

・ 「いじめ」が暴行や傷害等犯罪行為にあたると認められる場合は、学校での適切な指導・支援

を行い、被害者の意向にも配慮した上で、学校長の判断で警察に相談・通報し、連携して被

害の子どもを守る。  

・当該児童救済を第一とし、継続的なケアを行う。状況に応じて、スクールカウンセラーやソーシ

ャルワーカー等と連携し、当該児童の心のケアを行う。  

・いじめ対応情報管理システム等を活用した記録・情報共有、対応方針を決定する。 

・いじめが解消（※）に至るまでの支援内容や教職員の役割分担をする。 

※いじめの解消は、少なくとも２つの要件が満たされている必要がある。  ①いじめの行為が

少なくとも３か月（目安）止んでいること②いじめを受けた児童生徒が心身の苦痛を感じてい

ないこと 

・いじめが起きた集団への働きかけによる、いじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」  安心

できる集団づくりのための指導  

 

（３ ） 「学校運営協議会」「南中ブロック専任会」の活用  

・保護者や地域住民が学校運営に参画する「「学校運営委員会」や南中学校ブロックの地域の民

生委員・主任児童委員が参加する「南中学校ブロック専任会」を活用し、いじめの問題等、学校

が抱える課題を共有し、地域と連携して解決する仕組みづくりを推進する。  

 ・個人情報に十分配慮して、アンケート結果やそれに伴う対応を公開する。  

 ・保護者対応などについて助言を受ける。  

５  重大事態への対処  

（ １ ）重大事態の定義  

いじめの重大事態とは、「いじめにより生命、心身及び財産に重大な被害が生じた疑いがある

場合」（法第２８条第１項第１号）「いじめにより相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがある場合（同第２号）とされている。  

 



（２ ）重大事態の報告  

 重大事態が発生場合（疑いも含む）は、直ちに教育委員会に報告する。  

（３ ）重大事態の調査  

  いじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ

背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応

したかなどの事実関係を、可能な限り網羅的に解明するための調査を行う。また、いじめ重大事

態について、学校が主体となって調査を行う場合には、いじめ防止対策委員会に弁護士等の  

第三者が関与して、調査に当たるものとする。 

（４ ）児童・保護者への報告  

 いじめを受けた当該児童やその保護者に対して、調査によって明らかになった事実関係について、

適時・適切な方法で説明を行う。これらの情報の提供にあたっては、当該児童や関係児童のプラ

イバシーに配慮し、関係者の個人情報に十分配慮し、適切に提供する。また、学校主体調査は概

ね３か月以内に終えることを目指し、調査によって明らかになったいじめの事実関係について児童

生徒及び保護者に説明のうえ、教育委員会に報告する。 

 

６  いじめ防止対策の点検・見直し  

・ 「学校は、いじめに対応する組織体制や対応の流れについて、少なくとも年１回点検を行い、必

要に応じて組織や取組等の見直しを行う（ＰＤＣＡサイクル）。  

・学校評価の評価項目にいじめ防止等の取組に関する項目を位置づける。 

 


